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はじめに
現代の日本社会においては、急速な少子高齢化、グロー バル化、新興国の台頭による競
争激化など社会の急激な変化を目のあたりにして、国は持続可能に発展し、活力ある社会の
変革を担う人材の育成やイノベーションの創出といつた責務に応えるために、社会における大
学のミッションの再構築など諸課題に取り組んでいく必要があるとしている。
このような社会変化の激しい時代にあつて、筆者は本論において環太平洋大学の現状を事
例に大学組織の分析を行い、同じフレームでどのような改善の方策が考えられるのか、にっい
て検討したい。その分析の視点は、管理職のリー ダ早シップと教職員のパフォーマンスを要素
にジョン・コッター (John P・Kotter)が提唱する「企業変革の8段階プロセス」等に基づき、大
学組織改革プランを試みたい。
これについて、以下に述べる。
1問題の背景と所在
1・1問題の背景
国は、前述のような変化の激しいグロー バルな社会状況にあつて、わが国の政策において
現在、経済再生と並んだ最重要課題に21世紀の日本にふさわしい教育体制を構築し、教育
の再生に移すとしている。産業競争力会議や教育再生実行会議などを踏まえ、文部科学省
(平成25年6月20日)から国立大学長に対し「今後の国立大学の機能強化に向けての考え
方」が7つ提示され、大学教育の機能強化に向けた考え方が示されている。
その1つは、「ミッションの再定義」を通じて、各大学の有する強みや特色、社会的役割を明
らかにする。2つ日は、大学のガバナンス改革、学長のリー ダーシップの発揮を通じて、各大
学の有する強み社会的役割を踏まえた主体的な改革を促進する。
以上の2点は、本研究に特に関係が深いとみている。
同省は続いて、3つ日、人材・システムのグロー バル化による世界トップレベルの拠点形式
1‐
を進める。4つ日、イクが―シヨンを創出するための教育。研究環境整備を進め、理工系人材
の育成を強化する。5つ日、人事・給与システムの改革を進め、優秀な若手研究者や外国人
研究者の活躍の場を拡大する。6つ日、国立大学として担うべき社会的な役割を踏まえつつ、
各専門分野の振興を図る。最後に、「国立大学改革プラン」(仮称)を策定するとともに、運営
費交付金の在り方を抜本的に見直すとしている。
また、大学を核とした産業競争力強化プランにおいては、①グロー バル人材の育成。②大
学発のイノバァション創出。③社会との接続・連携強化 学びの直しの促進。④「大学力」の基
礎強化という4′点を掲げる現状にある。
1・2問題の所在
国立大学に限らず、大学は社会の急激な変ィヒに伴い、多様化への対応に共通の悩みを持
つている。このことは、このたび分析モデルとした私立大学である環太平洋大学においても同
様のこととみている。
少子高齢が顕著に進行する今日、①どのようにして入学者を確保すればよいか。②どの
ようにして教員の研究0教育実践力の向上を図り、また教員採用を工夫すればよいか。③大
学の教育環境である施設。設備維持を推進するための資金をどのような形で調達、捻出すれ
ばよいか。④IT関連の技術革新や進歩をどのような形で導入して教育の方法を工夫、大学の
管理運営に活用すればよいのか。⑤新しい学生層を見出すことはできるのか、等が現状の課
題であると見て取れる。
また、⑥変化の中で教員や職員の意欲をどのように高めるか。⑦リー ダーがどのような方法
でリー ダーシップを発揮し、改革することができるかなど、学校組織の活性化や組織力の向上
も重要な課題であると見る。
2研究の目的と方法
2・1ねらい
環太平洋大学を事例から、グロー バルで変化の激しい現代社会を貢献できる大学として、
その内部組織の現状と課題をいかに分析し、近未来に向けてどのように改善を図るか、その
可能性のモデルをモデル化することを目的とする6
2・2意義
'大学の存在価値を問われている現在、環太平洋大学を事例に、問題を見出して、解決策を
探ることは、学ぶ学生、教授する教員、職務にあたる職員、また他に類似する大学にとっても
有意義であると同時に、このことはわが国の産業界、経済界、教育界への貢献でもあり、今日
的意義を有していると考える。
2日3方法
?
?
環太平洋大学の教職員不特定者を対象にアンケートや聴取りにより実態把握のための調
査を行い、ジョン。Pコッタァの「企業変革の8段階プロセス」(以下にその要点を記す)
(1)緊急課題であるという認識の徹底
(2)強力な推進チームの結成
(3)ビジョンの策定
④ ビジョンの伝達
(5)社員のビジョン実現へのサポート
(6)短期的成果を上げるための計画策定。実行
(つ改善成果の定着と更なる変革の実現
(0新しいアプロー チを根付かせる 1
に基づいて、現状分析から改革プランの構築を試みるという方法で行う。
3環太平洋大学の現状分析
3日1大学の規模
環太平洋大学は、岡山県岡山市東区瀬戸町の神戸女子大学閉校後の跡地に平成 19年
4月1日に開学した:学校法人創志学園が「挑戦と創造の教育」と｀いう建学の精神に
基づき、体育学部と次世代教育学部の2学部において、「教育とスポーツの融合」、「時
代の求める教育の追求」、「教育する者の教育される者も共に成長しながら教え育む
(共育)」 の3つの基本理念の実現を目指して創設されている。
本年度で7年目を迎えた。平成25年5月1日現在、学生は通学課程の在籍学生が
1,602名。教職員は教学組織が専任教員76名、兼任講師35名、合計 111名。事務局
の職員が76名という規模にある。
本学も時代の変化と共に大学教育に変革が求められる中で、理念実現と活性化に向
けた新たな学部 。学科の申請を予定しており、教学や事務局の組織体制も頻繁に改編
される状態の中、課題意識をもつて取り組む必要性が高まっている。
3・2調査概要と結果
は)調査の目的
事例大学を対象に、教職員の意思、考え、想い、要望を次項の質問内容において総
合的に教職員の現状について意識調査(アンケート調査)を用いて把握すること。
9)調査の質問の内容
(1)大学の方針への理解度 … 10問
(2)仕事の遣り甲斐、働き甲斐の意識度 … 12問
(3)人材育成の状況 … 4問
1」.Rコッター 著,黒田由貴子・有賀裕子訳 (2012)『リー ダー シップ論』ダイヤモンド社,1167,p147.
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(0学内のコミュニケーション状況 ・…7問
(5)学内の改善意見(1問)、合計34間を実施。
上述の 5項目から、さらに①大学の方針への理解度について「理解、感覚、予測」、②
仕事のやりがい、働きがいの意識度からは「期待、実際、意欲」、③人材育成の状況は
「支援、育成」、④学内のコミュニケーション状況「機械、環境」のキーワー ド毎にまとめ、
自申記述と合わせて分析する。
調査の設計
(1)調査対象は環太平洋大学の教員並びに職員(不特定者)に行う。
(0標本数は、187人から77人を無作為に抽出。
(3)調査方法は、回答は無記名とし、質問紙を調査対象者に直接配付して回収箱で回
収。
(0調査時期は、平成24年11月4日～22日。
回収率
回収数(回収率)、71人(92.2%)。
質問紙と集計結果から見た考察
(1)大学方針の理解度
大学においてはミッションの再定義を行い、教育方針に基づく大学運営が行われ、授
業が展開されている。内部組織の現状と課題をいかに分析することによって、これからの
大学運営・教育に示唆できると考えられる。
そこで、次頁の表(表 1)に示すように本研究においては、「大学方針の理解度」のアン
ケート調査項目を「理解」「感覚」「予測」の 3つのカテゴリー に分類し、その結果を分析し
て考察を行う。
(理解)                            、
「1‐1あなたは建学の精神や教育理念等を知っていますか」、「1‐2大学の建学の精神
や教育理念の下、運営されていますか」、「1‐3あなたは大学の経営方針や方向性が理
解できていますか」、「1‐4大学は時流に合つた経営方針ですか」の4項目を見てみた。
ここでは、建学の精神及び教育理念について「知っている」29.5%、「まま知っている」
が 38.0%、これに「どちらとも言えない」28.1%を肯定的にとらえてみると認知度は 95.2%
と非常に高い数値となる。自由記述では、「建学の精神は覚えているが教育理念の 3つ
がうる覚えであった」、「建学の精神と教育理念が入れ替わっていた」などが記され、特に
「教育理念の“教育とスポーツの融合"は印象深く文字が先行し、建学の精神と思つていた」
という内容に類似者が多くみられた。それゆえ、教職員としての意識の中に学校め経営方
針は理解できているものと考える。
しかし、「1‐2大学の建学の精神や教育理念の下、運営されていますか」の項目におい
て「あまりされていない」が 25.3%、「されていない」が 8.4%であり全体の 33.7%が運営さ
れてないという回答であった。
に)
b)
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更に「どちらとも言えない」の 39。4%を含めると73.1%になり大半の教職員が教育理念
は知つてはいるが、実際の現場では運営されていないと実感していると分析することがで
きる。この部分の自由記述においては、「文字が先行し、それについて行つていないJt
「具体的に何をしたらいいのかがわからない」、「どのように教育とスポーツを融合させれる
のか」文字が大きすぎて現場にどのように下ろしたらいいのか理解できていないところが
伺われ、「どちらとも言えない」の39.4%の者は、個々の想いと力量で進めているが、落と
ある」が 14.0%であり、95。6%の教職員が時流に合つた経営方針だと理解をしているとの
結果を得た。この事については、「どこにもない大学」とのフレーズと文武両道を「教育とス
【表 1】 大学方針の理解度
上段は人数・下段は%
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ポリシ‐について研修を行つた。その結果、教職員は文字上においては理解が促進され
たとみられるが、具体的な内容の深い理解、また生成過程のプロセス、そして行動までに
至らなかつた。これは手法によることで解決できるものと今後の課題と考える。
また、「1‐4大学は時流に合った経営方針ですか」においては「ある」が81.6%、「まあまあ
〈感覚〉
ポーツとの融合」と時代に合わせた表現と企業的発想の中で経営を感じているところに時
流にあったと経営方針と感じているのだと考える。
「1‐5あなたは建学の精神や教育理念等を考えた仕事が出来ていますか」、「1‐6学内
での指示命令系統の体制は整つていますか」、「1‐7学内での方針や決定のスピードはあ
りますか」、「1‐8あなたは管理職のリー ダーシシプを感じていますか」、「1‐9あなたは管理
職のリー ダァシップに期待を持っていますか」の5項目について見る。
「1‐5あなたは建学の精神や教育理念等を考えた仕事が出来ていますか」の項目にお
いて「出来ている」が 22.5%、「まあまあ出来ている」が 23.9%となり合せると46.4%の教
職員が建学の精神や教育理念を考えた仕事が出来ているとの回答であつた。自由記述
では、「やつてはいるが、それが正しいのかわからない」、「目標達成のプロセスを知りた
い」(「グランドデザイのような視覚で知りたい」などから、不安な中でおそらく、多分の状態
で進めてぃることと、「どちらとも言えない」が42.2%この回答を否定的な見方とすると半数
の者が不確かな中で行つているように思われる。
また、学内で決定した事に対して、それを実行するまでにかかるスピードにおいてはス
ピードが「ある」が 38.0%、「まあまあある」が 43.6%で両方を加えると81.6%となり、全体
の 80%強であり、即実行に移る体制であるととらえられるが自由記述のところでは、トップ
ダウンでの運営を伺わせるような意見が見られた。「知らないうちにすべてが決まってから
下りてくる」、「知らないうちのことが進んでいる」、「学校案内など知らないことが載つてい
る」、「トップダウンも大切だが、ボトムアップのシステムが組織を活性化させる」、「報連相
がなく経営陣だけで決めて末端まで伝わらない」などスピード感を感じているのは、意思
決定がどのように行われその決定事項が教職員に打診や相談などない中で行われてい
る状態を指しているものと考える。
よつて、次の質問である「1‐8あなたは管理職のリー ダーシップをじていますか」の項目
では、「あまり感じない」が21.1%、「感じない」が5.6%、「どちらとも言えない」57.7%となつ 、
ているが、この項目を含めると84.4%になる。このことから本学では管理職のリー ダーシッ
プは発揮されていないと考えられる。
併せて「1‐9あなたは管理職のリニダァシップに期待を持つていますか」の項目におい
て「あまりもつていない」が 35。2%、「もつていない」が4.2%であり、39.4%の教職員が期待
していないと考えられる。
また、「どちらとも言えない」の 36.6%を否定的な見方で考えると76.0%の教職員が期
待していないことになる。自由記述では、「強いリー ダーシップがない」、リト常に遠い存
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在である」、「マネージメントを理解していない」、「研究者とリー ダーは違う」などから考える
と、現場の教職員との温度差を感じると共にコミュ■ケーションの不足を感じる。リー ダーと
して大切なパフォーマンス不足であり、聴く姿勢が求められているということが伺える。
大学という教育機関、現場で勤務している中で、自分の上司であったり、長として指示
を発する管理職の機能が行われていないと言つても今は過言ではないと考えられる。
(予測〉
「1‐10大学は教育目標を達成することが出来ると思いますか」の項目において「出来る」
が 12.6%、「まあまあ出来る」が 47.8%であり、60.4%の教職員が、大学の教育目標を達
成することが出来ると考えている。
大学の建学の精神や教育理念の認知度はあり、時流に合った経営方針であるものの、
実際現場で教育指導に色々な形で携わっている教職員は、管理職のリー ダーシップを感
じていなく、ましてや期待ももつていない。それでいて教育目標は達成することが出来ると
の少し矛盾した回答ではあるが、自由記述によると、ここには理事長の企業的経営の影
響を感じている。「大学も企業的発想が必要である」、「塾や専門学校、高校を運営してい
て学生を集めるノウハウはわかっている」、「常に時代が求めている教育を打ち出している、
個々にはそのニーズがある」といった意見に対し、前項で述べた、経営方針や内容に現
場がついて行つていない」などの想いも錯綜しており、その他にも何かが原因で乖離して
いると考えられるが、果たしてそうなった要因は何なのかは、今後の調査で明らかにして
いきたいと考える。
('仕事のやりがい、働きがいの意識
「働く」現場において、仕事のやりがい、働きがいの意識を「期待」「実際」「意
欲」の3つのカテゴリー に分類し、その結果を考察分析することにした。
(期待〉
「2‐1あなたは入職前のイメー ジと現在は同じですか」の項目において「同じである」
7.0%、「まあまあ同じである」11.2%、「やや違う」が 14.0%、「違う」7.0%と対称的なパ‐
セントとなった。「どちらとも言えない」が60.5%であり、半数以上の教職員が仕事のやりが
い、働きがいが分からず迷っていると考えられる。
以上の数値から考えられることは、入職前と言うことは外部の者としてみた時は、魅力あ
る大学と感じているということが伺える。しかし入職後そのイメー ジが違つてきているという
ことはやりがいが低下していることになる。特に数値上から「やや違う」が 14.0%、「違う」
7.0%と「どちらとも言えない」が 60.5%を否定的な見方でとらえると、81.5%の者が士気の
低下に陥っていることが考えられる。
これに運動して、「2‐2あなたは職場に誇りを持っていますか」の項目に対して「どちらと
も言えない」が 54.9%であったも自由記述では、「スポーッで知られているがそれ以外は
銚 ない」、「近隣からの苦情が蔓延していて辛い思いをしている誇れるわけがない」、「教
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員採用合格郷 同規模、同種のレベルの大学と競つても仕方がない。世間は岡山大学と
比べる」このようにスポーツでは誇れてもそれに直接携わつていない教員にしてみれば、
文化の分野で何が誇れるのかと考えると「教育とスポーツの融合」の言葉に期待をもつて
【表 2】 仕事のやりがい、働きがいの意識度
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きた者達の士気をどのように高め「自信と誇り」を感じさせ、ロイヤリティー をもたせるかは
今後の学校経営上の課題である。
また、「2‐3大学の今後にあなたは期待感をもてますか」の項目では「もつてる」が
22.5%、「まあまあもつてる」が 18.3%で肯定的にとえているのが全体の 40.8%に上る。そ
してて「あまりもつてない」21。1%、「もつてない」2.8%で否定的に捉えているのが 23.9%で
あつた。「どちらとも言えない」の 35。2%を肯定的な群に加えれば 76.0%となり、否定的な
群に加えれば 59。1%となるが、前項から考えると「どちらとも言えない」35.2%を否定的に
考えれば判断の難しさを表している。
(実際〉
「2‐4あなたは今の仕事に満足していますか」の項目では「(満足)している」14.0%、「ま
あまあ(満足)している」、12.6%、「あまり(満足)していない」16.9%「(満足)していない」
7.0%であり、「どちらとも言えない」49.2%となっており、実際のところ、仕事に満足してい
るか否かは、明確な判断は難しい状況にある。満足度においての自由記述は、「達成感
を感じない」、「不完全燃焼である」、「やらされ感がする」、「意見が言える立場になりたい」
などの意見から考え、「あまり(満足)していない」16。9%「(満足)していない」7.0%を合わ
すと23.9%となり、約半数を占める「どちらとも言えない」49.2%を否定的に考えると73.1%
の者が満足してぃないと考えたほうがよいと考える。
また、「2‐5あなたは自分の部署が適所だと思いますか」、「2‐9あなたの能力や仕事の
姿勢、成果は評価されていますか」の項目に関して、今の部署が適所であると考えている
教職員は53.5%であり、その中で自分の能力や仕事の姿勢、成果が評価されていると考
えている教職員は 25.2%、評価されていないと考えている教職員は 23.8%であった。適
所に配属されていながら、「どちらとも言えない」が 50.7%と示されるように、実際にどのよ
うに感じているかとなれば、満足度から考えて力が発揮されていないことから、評価におい
ても期待していないように考えられ肯定的でもなく否定的でもないと見て取れる。
(意欲〉
「2‐11あなたは今の仕事に遣り甲斐を感じていますか」の項目では「感じている」14.0%、
「まあまあ感じている」が 22.5%となっており肯定的にとらえ、遣り甲斐を感じているが
36.5%であうた。また否定的にとらえてしヽる教職員は、16.8%となっているが、一方では
「どちらとも言えない」が 46.4%約半数近くあり、その内容は自由記述から、「ただ時間が
過ぎていくだけ」、「達成感、満足感は薄い」、「もつと経営に参加したい」など、気持ちはあ
りながらも、遣りたいことがなされていないことが不完全燃焼となり、どちらとも言い切れな
い回答となっていることが考えられる。
そして、「2‐12あなたは大学改革における取り組みや意欲はありますか」の項目におい
て「ある」60.5%、「まあまあある」が26.7%となり、取り組みや意欲があると肯定的に考えて
いる教職員は 87.2%であった。自由記述では「こんな改革をしてみたい、こんな大学にし
たい」、「教員採用合格率向上の為に改革が必要」、「プロジェクトチームを募集するなら
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参加したい」、「次世代教育学部の改革こそがこの大学の生き残る道」など改革について
は、非常に前向きな考えと期待感さえ伺える。
これらから、仕事にやりがいを感じながらも大学改革における取り組みや意欲はあると
まとめることができる。ここに見て取れることは、個々人が考える取り組みや意欲には温度
差があり、もう少し踏み込んだ調査が今後必要となつてくると考えられる。
(9人材育成の状況
教育職場において大学は、その指導者である教員に対して「支援」「育成」といつ
たものはどう感じているのかを回答してもらつた。
【表3】 人材育成の状況
蒻 鰤 輻 躙 躙 躙
2餡「:7   1112   1.4
輻 躙 躙 躙 躙 鰤
38,0  15.4  4.21   7.0
〈支援〉
「3‐1あなたの職場では研修への積極的な支援がなされていますか」の項目において
「あまりなされていない」25。3%、「なされてないJが4。2%となつており、併せて、「3‐3教職
員育成の研修、訂1練の支援体制は整つていますか」の項目では「あまり整っていないJが
38.0%、「整つていないJ9.87%となつており、全体的に見て否定的に捉えている傾向があ
る。自由記述では、「外部研修に参加するべき」、「研修に行ける体制を整えて欲しいJ、.
「外の風を入れるべき」、「研修担当者の研究が薄い」、「全体研修よりもセクションごとの
専門的研修が必要」.、 と非常に研鑽、向学心が高いことがわかる。これは組織としての確
立に対し不満があることが伺えられる。研修にてチームビルドと考えていく場合、研修を通
じミドルの育成が円滑に行われるのではないかと考えられる。
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(育成〉
「3‐3あなたはチャレンジ精神がありますか」の項目では「ある」が60.5%、「まあまあある」
26。7%で、肯定的に捉えているのが87.2%である。自由記述では、「建学の精神、教育目
標から教職員も学び成長できる大学と思つている」、「新しい大学でまだまだチャレンジで
きることがある」、「大学院の設立の構想があれば参加してみたい」、「何か新しいことにツ
`戦してみたいが今の自分では不安である」、「看護や理学療法などもやつてみてはどうか
自分もやってみたい」「理事長の経営観念から経営学部や経済学部なども考えてみては
どうか自分も参加してみたい」とある一方で、「やってみたいことはたくさんあるがやれる環
境でない」、「出る杭は打たれる傾向にある」、などチャレンジ精神はあってもそれをサポ
ートしてくれるか不安な状況であることも伺える。
また、「3‐4職場内に教育訓練は必要と思いますか」の項目においても「必要」と回答し
たのが 35,2%、「まあまあ必要」が 38.0%となっており、73.2%の教職員が必要であると思
つてャ｀る。自由記述では、「本当に学生を伸ばす指導が出来ているのか不安である」、
「ゼミの学生が不登校になりどのように対応したらよいかわからない」、「講義中注意しても
聞かない学生に対しどのように指導したら良いか学びたい」、「教授法を学びたい」、「学
生指導ができるようになりたい」、「問題行動が起きた時の対処法を知りたい」などである。
このことからチヤレンジ精神は存分にあるのに対して、職場内での学生に対す教育訓
練は現在のところ行われておらず、教職員は不安の中手さぐりで行っている状態であるこ
とが伺えられる。
大学においても、他学部、他学科の教職員の繋がりは大変重要なポイントとなつている。
大学の運営や行事などにおいて、人とのつながりを大切にし、コミュニケー ションをはかり
ながら実施することによってスムー ズに行くことが多 あ々る。
ここでは〈環境)と〈機会)の2つのカテゴリー に分け、調査結果を考察分析することにした。
④ 学内のコミュニケ,ション状況
〈環境〉
「4‐1あなたは学内に何でも話が出来る、仲間がいますか」の項目では「あまりない」が
25。3%、「いない」、8.4%であった。また「4‐2学内でのコミュニケーションが図られる雰囲
気はありますか」では「あまりなtヽ」が 22.5%、「ない」14.0%であり否定的に捉えている
教職員が 3a5%存在している。当然のように、学内にそのような環境がなければ、教職
員間の人と人とのコミュニケこションを活発に図つていくことは困難であるように考えられ
る。自由記述では、「信用できる環境でない」、「どこで話が違つた形で一人歩きするかわ
からない」、「噂が先行する」、「派閥があり、派閥に入らないと居場所がない」などから、
信頼関係を築くことが困難な状況にあることが伺えられる。 ヽ
このような沐態から「4‐3学内にチームワー クはありますか」の項目では「あまりない」
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26.7%、「ない」が 12.6%、「4‐4学内の上司や先輩が部下や後輩を育成しようとする環
境はありますか」の項目では「あまりない」22.5%、「ない」9.8%であつた。これには自由
記述で以下のことが書かれていた。「ここにはマニュアルがない人の出入りも激しく、継
続させることが困難である」、また「システムが組まれていない為先輩が後輩を育てる組
織になっていない」、「今はどこでもメンター 制度が敷かれている。ここにはその制度がな
く誰が誰を指導するか不明瞭である」、「ここの教職員は大変忙しく、人を見てあげるよう
な環境でなく自分のことで精いつぱいである」、このことから学びたい、指導したいと思い
があること、また育成が必要であることも理解していることから、組織強化のためにもメン
ター制度を確立する必要がある。また、「4・5あなたの職場では自由に意見や提案を出
来るなど協力し合う雰囲気はありますかJの項目では「あまりない」29。5%、「ない」は
9.8%であつた。これは前項の「学内に何でも話が出来る、仲間がいますか」の質問の際
自由記述で答えられていたことがひとつの原因だと考えられる。これらの項目について、
「どちらとも言えないJの回答を省いて考えるならば、チームワークが無く、自分の意見や
考えなどを提案できるといつた環境ではないし、上司や先輩が部下を育成していこうとい
う雰囲気もないという事になる。
【表4】 学内のコミュニケー ション状況
1410140.3 %。3 :叫
躙 魃 輻 躙
14.0  39。4  2215
鰤 餞 餞 鰊 躙 躙
15,4 32,3‐‐26,7翠農:
躙 輻 躙 躙 靱 輻
14,0 ■33.3  22.5‐
蒻 輻 輻 莉 躙 躙
1162  139。4  29.5  9要311
魃 鰊 躙 儡 晰 鰤
26.7  11.2   1.4   1,4
鰊 餞 躙 躙 餞 鰊
‐12・
上段は人数・下段は%
15.4  42.2  14`0  ‐篠
このような環境において、大学の経営をスムーズに遂行することは困難さが付きまとい、
これらのことが大学における教職員集団の環境を考えるとき、どこかに悪い意味で反映
されていると考えられる。
(機会)
「4‐6あなたの職場では必要な情報が確実に伝えられていますか」の項目において「伝
えられている」60.5%、「まあまあ伝えられている」が26.7%と感じている教職員が80%を
超えており、「4‐7他の部署と連携はとれていますか」の項目においては「取れてぃる」
23。9%、「まあまあ取れている」が 15.4%となっており、39.3%の教職員が肯定的に思つ
ている。自由記述で見えてきたこと、「情報はすべてメー ルで迅速に送られてくるが意味、
意図が理解できないことがよくぁる」、「情報はメー ルで来るが一方通行なので、確認をし
てもらいたい」、「情報は決まって決定されたことが流れてくる。事前の情報が頂きたい」、
「情報の伝達は時代の流れかメー ルで流せば、それで済むと思つている」以上の意見か
ら、情報の伝達については、メー ルで機械的に行われているこどを示し、本来めお互いの
コミュニケーションと言うところにおいては不足の状態が起こっていることが分かつた。
このように、職場で必要な情報が、他の部署と連携は取れていると回答しているのに、
チームワー クが無く、上司や先輩などからの育成があまりない。それでいて学校運営が出
来ているという矛盾をどの様に分析していけばよいかこれからの課題と考えられる。
3・3分析と課題                        、
3日3・1アンケート調査の結果より
調査に対する回答の結果をみれば、建学の精神や教育理念の認識度は97.1%と極めて高
いにも関わらず、職場のイメー ジ、仕事や職場への誇り、やりがい、職務の責任を被験者らの
多くは低くみていることが特徴的である。
そして、学長のリー ダー性の乏しさを言い、学長、学部長からの自らへの評価の正当性も疑
問視している率が少し高いことが気になる。仕事のやりがい、誇りの約 80%がどちらと言えず、
またないと回答していることは特記すべきことと解する。詳細は上表のとおりである。
つまり、環太平洋大学の組織実態においては、次の3つの課題が主に観取できる。
(1)学内の組織マネジメントにおけるリー ダーシップの迷走。
(2)ミドルリー ダーの育成の停滞。
(3)教職員のモチベーションやパフォーマンスの方向性の分散。
この他にも、
(1)少子時代における学生確保の視点から、広報活動とアドミッションポリシーに妥当する学
生の確保という課題。
9学修内容に適合した進路先の開発という課題。
(1)大学の社会的使命に基づく社会貢献活動という課題。
④ 個としての教員の意識改革を促しt研究活動や教育実践の力量向上という課題。
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(5)大学組織として、個の役割理解と、リー ダーのマネジメント方法の妥当性という問題。
③ 教員の教育実践における指導力、またその向上とFD活動の有用性という課題。
なども考えられた。
上述した文部科学省(平成 25年6月20日)の「今後の国立大学の機能強化に向けての
考え方」(1及び2つ目の考え方を交えて更に考察を進めてみたい:
その1つ目は、「ミッションの再定義」を通じて、各大学の有する強みや特色、社会的役割を
明らかにする。」であった。これは各大学が全学的な観点から重視する特色、担うべき社会的
役割・使命を明らかにすることにより、グロー バルに、あるいか国内に、地域社会に、大学機能
の強化を図ることを想定しているし
そうだとすれば、前述の環太平洋大学の事例から見て取れた特徴は、教職員は大学のミジ
ションに関しては、概ねの理解を示している。しかしながら、その具体的な教育実践や職務遂
行の段階においてのパフオニマンス展開は極めて低迷することとなる。
2つ日の「大学のガバナンス改革、学長のリニダーシップの発揮を通じてく各大学の有する
強みや特色、社会的役割を踏まえた主体的な改革を促進する。」という観点においては、もと
もと大学の機能強化を図るために大学は、人材や施設等の再配分や教育研究組織の再構成、
学内予算の戦略的。重点的配分を通じた学内資源配分の最適化に、学長のリー ダーシップの
下で主体的に取り組みことが期待されている。
そうであるならば、環太平洋大学の事例にみられることは、教職員はこぞうて、学長のリー ダ
ー性の乏しさを言う。また教員は、学長、学部長からの自らへの評価の正当性も疑問視してい
ることからすれば、ここに課題が生成する。
同省が、学長のリー ダーシップを全学的な改革に資する体制が確立できるように、教授会の
役割の明確化、部局運営を効果的に活性化するための学内組織機能の見直しや感じ機能強
化などのガバナンス改革として、経営は学長、教育実践は教授会などのメッセージを発し、法
改正準備の動きを見るに至るが、リー ダーシップそのものを疑問視されている現状においては、
これらの効用も薄くなると考えられる。
すなわち、環太平洋大学の事例における課題は、1つに、大学経営を基盤と見据えた教育
実践における指導力の向上と集中化ということが、大学の内部環境要因の重要な課題である
と捉えること。もう1つは、現学長のリー ダーシップスキル向上や育成、若しくはリー ダーシップ
を有した新たな学長の登用にある。
3日3日2人間という難題
ここで、アンケート調査やインタビュー による分析だけでは実際のところを見ることができない
として、行動観察という手法を提唱する松波の視方を参考に、モチベーションとパフォーマンス
との関係性において考えてみたい。
松波によれば、わが国においてオフィスや工場での仕事の進め方はすでに成熟していると
して、工場のヒューマンエラー の防止や作業の効率化について考える場合、これまでの長い
歴史における改善によって、ハードゥェアや運用マニユアルに関する問題はほとんど解決した。
14‐
現在も残されている問題は、「人間くさい」部分であるとする。2
すなわち、どれだけ成熟した社会における組織においても、マネジメント、モラル、コミュニケ
ーション、リー ダーシップなど、人間に関わる点は課題として残るということである。なかでも、現
場で働く人たちのモチベーションはその最たる例といえる。
工事業務に従事する企業のコンサルタントに関わつたときのことを著者は、以下のように著し
ている。
モチベニションの高さとヒューマンエラー の多さの間には、反比例の関係があることが
わかつている。そのため、工事におけるヒュァマン平ラー を減少させ、工事従事者の安全
性を高める意味でもモチベーションは重要な要素である。
実際に多くの現場に足を運んでわかつたのは、従業員に対する評価が厳しいことであ
る。
「きつちりできて当たり前。失敗するとすごく怒られる」
現場で工事に従事している人たちは(怒られることはあつても、褒められることはほとん
どない。そこで、「良いことをしたときはしつかり褒める」ことを工事会社で実践してもらった。
すると、工事従事者のモチベーションは日に見えて上がり、安全性も高まった。
一方、良かれと思つて実施した経営施策が、意図せず従業員のモチベーションを下げ
てしまうケースもある。
ある工場を経営する社長が、思わずこばしたことがある。
「従業員から『この会社でずっと働こう』という気持ちが感じられない」  ｀
この社長は、日頃から従業員とのコミュニケーションを取り、「長く働きたい会
社」にするよう努力を重ねてきた。また、QC(品質管理)活動で生産性を上げ、会社の質
を高めてきた。
しかし、筆者の調査グループが従業員に行つたインタビューでは、この会社にずつとい
続けたいと考えている人は少なかった。社長と従業員の意識の“ズレて"いたのだ。
QC活動で生産性を上げれば、余剰人員が生まれる。景気が良いときは、余乗1人員が新た
な仕事に従事し、売上はさらに増えていつた。しかし、景気が悪化している状況では、生産性
を上げる努力をすればするほど仕事のない余剰人員が増え、自分の職が危うくなる。これが、
従業員のモチベーションを下げる要因になっていたのである。
働き続けたいと思つていても、この先の人生を考えると「いつが自分をお払い箱にするかも
しれない会社」に長くはいられない。経営努力は、善意に基づいていたとしても、状況を考慮
しなければ従業員のモチベーションに悪影響を与えることもある。
として、「人間」と真摯に向き合わなければ、本質的な課題の解決はできないという。
すなわち、ここで見て取れるように人間という要素は解釈に多様性と流動性があり、極めて
2 松波晴人 (2013)『「行動観察Jの基本』ダイヤモンド社,pp.60‐62.
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難しい要素である。上述の事例によるパラドクスが物語るように、人間という要素は極めて難題
と捉えておかなければならないことは分析の応用編として構えていなければならない。
4環太平洋大学組織の改善プラン
4・1概要
環太平洋大学の教職員全員を対象に(アンケート調査や聞き取りヽ調査をした結果、表 1の
ように教職員間でのビジョンの共有と意識の向上、管理職のリー ダーシップの発揮が課題とし
て表出した。当然、法律における規範的な解釈として経営部門は学長に、教員は教学部門の
大きな役割分担は前提としても、実践レベルにおいては教職員とのビジョンや情報共有は必
要であることは歪めない。前述の課題は、進むべき方向性が教職員に浸透され、管理的立場
にある者が強いリー ダーシップの下で教職員のミドル的役割を担う者の育成が必要であり、
「協働」の意識の確立こそが組織力の向上につながり、ひいては先述の 7つの課題の改善に
つながるものと考える。
環太平洋大学の教職員は、受動的な姿勢が多く見られ、自主的な考えで行動することは非
常に少ないと言える。また、大学の経営・運営の分野でもく学校法人からの指示や命令を受け
て行動することが多く、自ら大学経営。運営に参画する体制にはなつていないようだ。
そのため、組織としての危機感や経営ビジョン、情報の共有、共通理解が乏しい状態にあり、
これを改善するがく教職員が意識的に大学運営に参画できる体制を学長、事務局長、学部長、
学科長が横のコミュニケーションを図ることができる組織体制を構築する必要がある。その「対
話の場」が醸し出すだろう実践レベルの具体的な方策等が組織運営力の向上を図り、教職員
や組織の課題を改善し「大学組織力の強化」を目指すことにつながりことを予定できそうだ。そ
して、各々の教職員が大学内における自らの存在や役割を意識したうえ、大学運営に参画し、
自己の成長を実感できることにより、大学の改革、改善が遂行されると筆者は捉えている。
4・2改善プラン
4口2・1大学組織運営力の向上
環太平洋本学においては、意思決定に関わる学内の総合組織として教育経営会議と教育
経営協議会がある。大学の経営方針、運営方法に関してはこの会議で協議行い学長の下、
決定されている。
学内には、学部・学科組織である体育学部教授会、次世代教育学部教授会があり、また各
種委員会組織として、教務委員会、学生委員会、入試委員会、通信教育課程委員会等が設
置されている。これら委員会において教育経営会議の意向が各委員会で具体的な方策にお
いて行われることとなっている。このことは事務局レベルでも同じで、事務局部課長会議がそ
れにあたり、各部署の職務に対応している6
ジョン・コッタ_が掲げる企業変革における8つの過ちの中の「変革を主導する強力な連帯
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チームを築くことを怠る」と言う示唆から、環太平洋大学のそれぞれの教職員は、意思決定に
至るまでの大学運営に関して、教学部門における教育実践に重きを置きながらも、理事会や
学長の意向に協力していく体制が必要であり、それぞれが専門性や役割分担に応じて意思
決定過程におけるトップダウンとボトムアップのバランスが必要と考える。
そこで、環太平洋大学の理念に謳う「教育とスポーツの融合」の具現化が必要である。この
ために適材適任の教職員を組織制成し、そのリー ダーに次代のミドルを担うべくプロジェクトを
運営させる場を与える。そして、責任をもたせることと妥当なポジションやそのような場を与える
ことにより大学運営への参画意識が高まり、教育理念の意識化によリビジョシの浸透を図ること
ができる。
また、プロジェクトリー ダーが直接学部長や学科長などと意見交換することによつて相互行
為の会話が生成し、その後に肯定的な評価や誠実なアドバイスが行われることが期待される。
円滑な意見交換を行うためには、日常の人的関係性が頓に重要となってくる。
「報告、連絡、相談」を恒常的に実践することで、教職員間の中にA・Hマズロー のいう心理
的な「親和欲」や「承認欲」3を高めることとなり、それゆえ自己の能力を発揮できる場となって
いく。
4‐2日2 FD/SD活動の改革
Faculty Develop血nt(以下、「FD」と略す。)活動やStaff Development(以下、「SD」と
略す。)活動については、学内教員組織のFD実施推進委員会が中心となり、年間8回にわ
たつて全教職員を対象に「FD/SD研修会」として取組まれている。
環太平洋大学は、その理念を踏まえ、時代や社会のニーズに応えるために、′既存の枠組み
を越えて、脱慣習として「どこにもなし、ヽ大学づくり」を強く推し進めている。しかし、内容におい
てはFD実施推進委員会が立案する授業形式の一方通行型に陥りやすく、目的を達成する
ためには参加型研修が必要である。更に、教育力を全学的に向上させていくには、学生によ
る授業理解度。満足度を基礎にした評価制度をつくり、精度を高める必要性もある。
ここで教職員の共通理解を図ることを目的として、教員と職員の協働という視点に立って、
一層強化された取組みを改善すべき教学支援と学生生活支援の分野において、Teaching
Assistant(「TA」と略す。)とStudent ASsistant(「ST」と略す。)制度の確立を行う。幾つか
の大学において学長として大学経営の経験を持つ梶田叡一は、大学人としての成長の主要
課題を「人間的。社会的な成熟」、「学生指導の態度と能力」、「研究についての専門性」、「大
学等の構成員としての態度。能力」、「自己実現的な姿勢・態度」の5項目を揚げている。4
さて、各学部0学科の教育や研究の目的によって、教員に求められる資質も違ってくる。
「資質」とは、「うまれつきの性質や才能、天性。」(『広辞苑』第六版)となっており、生まれな
がら大学教員という人はいない。大学が独自に教職員の資質を維持し、向上させる内部シス
テ
^を
誠実に醸成することが望まれる。それゆえ、自己点検評価における自浄作用も有効に
3A・Hマズロー ,大川修士。金井壽宏訳 (2001)『完全なる経営』日本経済新聞社,p67,p107,p125,p147.4梶田叡一 (2000)『新しい大学教育を創る』有斐閣,pp1¨11‐127.
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働かなければならない:それにしも、質を担保するシステムが不十分であれば、各大学の取組
みには限界があるとするしかない。
文部科学省は、各大学にFD活動を奨励しているが、その効果を適切に発揮されているの
か否かの検証や実施水準を管理することも課題である。また、同省は教員採用において若手
研究者を積極的に採用することを求めているが、これは大学院博士課程修了者の就職先が
少ないことの対策にはつながるだとうが、教育実践という観点からは課題が残る。
つまり、大学院における研究活動は、教育現場の教育実践とは異なる。研究ができれば教
育もできるという考えもあるようではあるが、教育と研究では求められる資質や能力は随分違う。
大学教員には研究を開発的に推進することと、学生を教える行為が求められている。
研究を行うということには、研究しながら後進(人間)を育てる。つまり、教えるという要素が含
まれている筆者は考える。
ここで問題は、大学教員に「教える技術を身につけていること」という要件が課されていない
ということである。教える行為には一定のスキルが必要である。そのスキルを採用時だけでなく、
教員になってからも確認することが必要なのではないだろうか。
上述の問題提起を環太平洋大学における学生と教員の実際と照合して考えると、授業の成
立という視′点化は、特に 1年生の初年度教育に対応できる教員の育成が急務であること明ら
かである。
ところが、大学の体制は学生に対する教員の導能力を重視できていないため、学生の学修
活動に大きな妨げが起こっている。前述において梶田が指摘していた大学人として必要な資
質の一つ「学生指導の態度と能力」を育成するという内的プログラムが必要であり、その企画
には教授行為に卓越性を有す実務家教員等を中心としたプロジェクトチームを発足させ、
O」T(On‐the‐JOb■aining)として学内で実施することも1つの方策であると考えられる。
この学校におけるOJTの重要性や進め方について、浅野良一によれば、
(1)経営学と教育学を融合した役に立つ理論の構築
(2)学校の多忙を克服する実践的な手法の手段
(3)人事管理との整合性
という3点をOJT研究の基本的な視点から、現場で起こりうるすべての事象が議論を通じた
なかから研修として生み出されてくると言つている。5
4,2日3学修能力を引き出す教育内容の充実
大学全入時代に入り、全学で取り組む活動として入学生の学力の「格差をともなった全般的
低下」への対応、また、学力の底上げを図るために単なる基礎基本の学習指導だけではなく、
学生のもつ潜在的な力を引き出し、それを伸ばすという学修行為への指導と支援を目指すこ
とが必要である。
大学の付加価値としたサービスについては、次のことが考えられる。
大学生としての論理力:思考力を高めるための学修への支援としては、基礎学力不足が顕
5浅野良― (2010)『学校におけるOЛの効果的な進め方』教育開発研究所,pp.15‐28,pp.34‐38,pp.47・51.
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著に認められる学生に対し、面談を通じて思考力くとりわけ論理的思考を高めることに重点を
おく活動が必要である。このことが学生のコミュニケァションカ、つまり相手に自分が考えてい
る、自分の興味関心のあるテニ々について理解してもらえるように伝える力、相手の考えを理
解し、内容をかみ合わせながら対話を組み立てていく力を引き出し、伸ばすことにもつながる
と考えるからである。
また、これらに類似した教育実践を通じて、学習。学修や研究開発活動とはどのようなことか
について、理解を深めることも目的にする。そして必要に応じて、参考文献や資料検索の方法、
図書館利用の方法、調査の方法などについてもアドバイスを行う。
このような教育活動を実施する中で、学生指導に対するOJTを、小中高学校を経験した実
務家教員等が主となリプロジェクトをつくり、これを実践できる教員の育成することが学生の能
力・資質向上につながる一方策と考える。
5改善プランの実現に向けて
上述の改善プランの実現し、有用性を高めるためにも、教職員の理解と意識を向上させ、
意欲を高める具体的な方策を考案し、計画的に日々の教育活動の中で、教職員自らが主体
的に取り組むようにするが課題である。
これには教職員の自己実現をめざして、自己を恒常的に成長させるという向上心を保持し
ながら行為に移す取り組みが必要となつてくる。そのために、大学人として教職員自身の研究
活動や教育実践・職務使命の本質的な意味を恒常的に問い、責任をもつて課題に取り組むこ
とで、自己の成長の実現を見ることができるだろう。
本来の研究活動を通じて、大学人として自らが研究者であるがゆえ、教育者として、大学構
成員のひとりとして大学経営に参画することが、広く社会を俯腋した位置から自らの研究活動
や教育実践・職務遂行が果たしている役割0意味。効果を常に問い直させることとなる。
大学経営に参画しく大学人として社会的貢献や責務を果たしていることを常に求道的な考
えをもたせることが必要である。
この改善に向けての取り組みが、「やる気から起こる改善、改革」となっていき、教職員ひとり
一人が、大学人としての大学改革に参画している意識を高め、成長が実感できる大学改善に
つながっていくことが望ましいと考える。
おわりに
本論が、環太平洋大学と類似した条件をもつ近隣の大学はもとより、全国の大学の改革の
基礎となり、大学教員の改革のひとつに、大学教員には「教える技術を身につけていること」と
いう要件が課されるようになれば幸いである。
19・
終わりになりましたが、事例として本研究のアンケート調査に協力を受けた環太平洋大学の
教職員の皆様に厚く感謝する。また、この度メンター としてお引き受け頂きご指導頂きました、
堀内 孜先生、いつも心温まる丁寧なご指導を賜つた兵庫教育大学の浅野良一大学院教授
に感謝の意を表すとともに、本研究の体験を筆者は教育実践の現場に役立て、市民社会に
貢献することが恩師への恩返しであると心得えている。
(以上)
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